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1――はじめに 

 

老後のための貯蓄や投資に１年間で拠出する必要があると考える金額を、実際に拠出できている人

にはどのような傾向があるのか。本稿では、ニッセイ基礎研究所が実施した独自の調査を用いて確認

した結果を紹介する。結果を先取りしてお伝えすれば、年収が高い人、同居の子がいない有配偶者、

そして、現在バイアスが弱い人の間で、老後のための貯蓄や投資に必要と考える年間拠出額に、実際

の拠出額が達している人の割合が大きい傾向が見られた。 

 

2――調査概要 

 

本調査は、2021 年 3 月に WEB アンケートによって実施した。回答は、全国の 25～64歳の男女1を

対象に、全国 6 地区の調査対象者の性別・年齢階層別（10 歳ごと）の分布を、令和 2 年 1 月の住

民基本台帳の分布に合わせて収集した。回答者は 2,601人。 

 

3――年収カテゴリー別の老後のために必要と考える拠出に実際の拠出額が達している人の割合 

 

図 1 は、「あなたは、老後のための貯蓄や投資に、1年間で何万円程度拠出する必要があると考えて

いますか。（ご結婚されている方はご夫婦での総額をお答え下さい）」という質問の回答と、「あなたは、

老後準備のための貯蓄や投資に、現在 1年間で何万円程度拠出していますか。（ご結婚されている方は

ご夫婦での総額をお答え下さい）」という質問の回答を比較し、実際に拠出している金額が必要と考え

ている金額に達している人の割合2を、年収カテゴリー及び、有配偶者（夫婦の年収）/独身者別に示

 
1 マイボイスコム株式会社のモニター会員 
2 「あなたは、老後のための貯蓄や投資に、1 年間で何万円程度拠出する必要があると考えていますか。（ご結婚されている

方はご夫婦での総額をお答え下さい）」という質問と、「あなたは、老後準備のための貯蓄や投資に、現在 1 年間で何万円程
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したものである。年収は、有配偶者は夫婦合わせた年収3、独身者は本人の年収としている4。 

 

 

 
度拠出していますか。（ご結婚されている方はご夫婦での総額をお答え下さい）」という質問へのそれぞれの回答の分布につ

いては、岩﨑（2022.1.24）を参照。 

3 本調査では本人と配偶者の年収をそれぞれカテゴリーで尋ねているため、それぞれのカテゴリーの真ん中の値（例えば、

300 万円以上 500 万円未満のカテゴリーであれば 400 万円。）を当てはめた上で合計した値を夫婦の年収としている。 
4 図 1 に示した割合は、全回答者の約 5.6%にあたる必要と考える拠出額を 0 と考える人を、「必要と考える金額に拠出金額

が達している」扱いとしている。参考に、必要と考える拠出額を 0 と考える人の回答を除外した場合の、「必要と考える金

額に拠出金額が達している」人の割合は、以下の通りである。 

全体（n=2456, 割合=33%）、全体：年収 130 万円未満（n=339, 割合=18%）、全体：年収 130 万円以上 300 万円未満

（n=373, 割合=27%）、全体：年収 300 万円以上 500 万円未満（n=595, 割合=31%）、全体：年収 500 万円以上 700 万円未

満（n=407, 割合=32%）、全体：年収 700 万円以上 900 万円未満（n=319, 割合=43%）、全体：年収 900 万円以上 1100 万

円未満（n=188, 割合=41%）、全体：年収 1100 万円以上（n=235, 割合=53%） 

夫婦全体（n=1389, 割合=36%）、夫婦：年収 130 万円未満（n=29, 割合=24%）、夫婦：年収 130 万円以上 300 万円未満

（n=119, 割合=28%）、夫婦：年収 300 万円以上 500 万円未満（n=290, 割合=27%）、夫婦：年収 500 万円以上 700 万円未

満（n=285, 割合=30%）、夫婦：年収 700 万円以上 900 万円未満（n=276, 割合=39%）、夫婦：年収 900 万円以上 1100 万

円未満（n=171, 割合=40%）、夫婦：年収 1100 万円以上（n=219, 割合=53%） 

独身者全体（n=1067, 割合=30%）、独身者：年収 130 万未満（n=310, 割合=17%）、独身者：年収 130 万円以上 300 万

円未満（n=254, 割合=27%）、独身者：年収 300 万円以上 500 万円未満（n=305, 割合=35%）、独身者：年収 500 万円以上

700 万円未満（n=122, 割合=37%）、独身者：年収 700 万円以上（n=76, 割合=63%） 
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独身者: 年収700万円以上 (n=80)

独身者: 年収500万円以上700万円未満 (n=124)

独身者: 年収300万円以上500万円未満 (n=315)

独身者: 年収130万円以上300万円未満 (n=270)

独身者: 年収130万円未満 (n=361)

独身者全体 (n=1150)

夫婦: 年収1100万円以上 (n=225)

夫婦: 年収900万円以上1100万円未満 (n=173)

夫婦: 年収700万円以上900万円未満 (n=280)

夫婦: 年収500万円以上700万円未満 (n=296)

夫婦: 年収300万円以上500万円未満 (n=308)

夫婦: 年収130万円以上300万円未満 (n=133)

夫婦: 年収130万円未満 (n=36)

夫婦全体 (n=1451)

全体: 年収1100万円以上 (n=243)

全体: 年収900万円以上1100万円未満 (n=190)

全体: 年収700万円以上900万円未満 (n=325)

全体: 年収500万円以上700万円未満 (n=420)

全体: 年収300万円以上500万円未満 (n=623)

全体: 年収130万円以上300万円未満 (n=403)

全体: 年収130万円未満 (n=397)

全体 (n=2601)

図1. 老後のための貯蓄や投資に1年間で拠出する必要があると考える金額に、

実際の拠出額が達している人の割合 (年収別) 

必要と考える金額に拠出金額が達している。 必要と考える金額に拠出金額が達していない。
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全体では、老後のための貯蓄や投資に１年間で拠出する必要があると考える金額に実際の拠出額が

達している人の割合は 37％であった。年収カテゴリー別に見ると、最小カテゴリーの年収 130万円未

満で必要拠出額に達している人の割合が 30％であるのに対して、最大カテゴリーの 1100 万円以上で

は 55％であった。年収が高いほど割合が大きい傾向が見られる5。有配偶者（夫婦）、独身者別に見て

も、どちらも年収が最大のカテゴリーで、必要があると考える金額に実際の拠出額が達している人の

割合が最も大きいことが確認できる。 

 

4――同居の子の有無別の老後のために必要と考える拠出に実際の拠出額が達している人の割合 

 

 次に、図 2は、実際に拠出している金額が拠出が必要と考えている金額に達している人の割合を、

同居の子の有無別及び、有配偶者/独身者別に示したものである6。全体では子との同居の有無別で、

割合に大きな違いは見られないが、有配偶者の間では、同居の子がいない人に比べて、同居の子がい

る人の間で割合が小さい傾向が見られる7。 

 

 

 
5 夫婦の年収が 130 万円未満のカテゴリーでそれより年収が高いカテゴリーと比較して、「必要と考える金額に拠出金額が

達している」人の割合が大きい要因としては、この年収カテゴリーで、必要と考える拠出額を 0 と考える人の割合が高いこ

とが挙げられる。必要額を 0 と考える人を除外した場合の割合は、注 4 に記載の通りである。 
6 図 2 に示した割合は、全回答者の約 5.6%にあたる必要と考える拠出額を 0 と考える人を、「必要と考える金額に拠出金額

が達している」扱いとしている。参考に、必要と考える拠出額を 0 と考える人の回答を除外した場合の、「必要と考える金

額に拠出金額が達している」人の割合は、以下の通りである。 

 全体：同居の子がいない（n=1553, 割合=33%）、全体：同居の子がいる（n=903, 割合=34%）、有配偶者：同居の子がい

ない（n=543, 割合=39%）、有配偶者：同居の子がいる（n=846, 割合=33%）、独身者：同居の子がいない（n=1010, 割合

=30%）、独身者：同居の子がいる（n=57, 割合=39%） 
7 独身者の間では同居の子がいる人の方が割合が大きいが、後に紹介する回帰分析の結果からみられるように、年齢層等の

様々な要因をコントロールすると、独身者の間で同居の子がいる人と同居していない人の間で統計的に有意な違いは見られ

ない。 
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独身者：同居の子がいる (n=64)

独身者：同居の子がいない (n=1086)

有配偶者：同居の子がいる (n=866)

有配偶者：同居の子がいない (n=585)

全体: 同居の子がいる (n=930)

全体: 同居の子がいない (n=1671)

図2.老後のための貯蓄や投資に1年間で拠出する必要があると考える金額に、

実際の拠出額が達している人の割合(同居の子の有無別）

必要と考える金額に拠出金額が達している。 必要と考える金額に拠出金額が達していない。
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また、図 3は、さらに同居の子の有無別及び年齢層別に必要と考える金額に拠出額が達している人

の割合を示したものである8。「30代以下全体」を除けば、どの年齢層でも同居の子がいない人の方が、

必要と考える拠出額に達している人の割合が大きい。後の節で紹介する回帰分析では、特に 30代後半

から 50 代半ばの年齢で同居の子がいる人の間で、必要と考える金額に拠出額が達していない傾向が

見られた。本調査のデータには子の年齢や子の就業状況の情報が含まれていないため、今後より厳密

に検証される必要があるが、30 代後半から 50 代半ばの年齢層で同居の子がいる人は、子育て中の世

帯が多い可能性が考えられるため、子育てに係る出費の影響等が考えられるかもしれない。 

 

 

 
8 独身者に限った割合は、回答数が少ないため割愛。また、図 3 に示した割合は、全回答者の約 5.6%にあたる、必要と考

える拠出額を 0 と考える人を「必要と考える金額に拠出金額が達している」扱いとしている。参考に、必要と考える拠出額

を 0 と考える人の回答を除外した場合の、「必要と考える金額に拠出金額が達している」人の割合は、以下の通りである。 

 30 代以下全体：同居の子がいない（n=604, 割合=31%）、30 代以下全体：同居の子がいる（n=217, 割合=35%）、 40

代全体：同居の子がいない（n=378, 割合=34%）、40 代全体：同居の子がいる（n=340, 割合=31%）、50 代全体：同居の子

がいない（n=389, 割合=33%）、50 代全体：同居の子がいる（n=263, 割合=33%）、60 代全体：同居の子がいない（n=182, 

割合=37%）、60 代全体：同居の子がいる（n=83, 割合=41%） 

30 代以下有配偶者：同居の子がいない（n=107, 割合=44%）、30 代以下有配偶者：同居の子がいる（n=201, 割合

=33%）、 40 代有配偶者：同居の子がいない（n=119, 割合=37%）、40 代有配偶者：同居の子がいる（n=320, 割合

=32%）、50 代有配偶者：同居の子がいない（n=191, 割合=36%）、50 代有配偶者：同居の子がいる（n=247, 割合=34%）、

60 代有配偶者：同居の子がいない（n=126, 割合=42%）、60 代有配偶者：同居の子がいる（n=78, 割合=38%） 
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60代有配偶者：同居の子がいる (n=83)

60代有配偶者：同居の子がいない (n=145)

50代有配偶者：同居の子がいる (n=255)

50代有配偶者：同居の子がいない (n=205)

40代有配偶者：同居の子がいる (n=323)

40代有配偶者：同居の子がいない (n=126)

30代以下有配偶者：同居の子がいる (n=205)

30代以下有配偶者：同居の子がいない (n=109)

60代全体：同居の子がいる (n=90)

60代全体：同居の子がいない (n=216)

50代全体：同居の子がいる (n=273)

50代全体：同居の子がいない (n=419)

40代全体：同居の子がいる (n=343)

40代全体：同居の子がいない (n=403)

30代以下全体：同居の子がいる (n=224)

30代以下全体：同居の子がいない (n=633)

図3.老後のための貯蓄や投資に1年間で拠出する必要があると考える金額に、

実際の拠出額が達している人の割合（同居の子の有無及び年齢層別）

必要と考える金額に拠出金額が達している。 必要と考える金額に拠出金額が達していない。
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5――現在バイアスの強弱別の老後のために必要と考える拠出に実際の拠出額が達している人の割合 

 

次に、図４は、実際に拠出している金額が拠出が必要と考えている金額に達している人の割合を、

現在バイアスの強弱9別及び、有配偶者/独身者別に示したものである10。現在バイアスとは、「近い将

来の異時点間選択に用いられる時間割引率が、遠い将来の選択に適用される時間割引率よりも高くな

る傾向」11をいう。現在バイアスは言い換えると、すぐに得られる利益を優先してしまう傾向のことを

指し、この傾向が強い人ほど、先送り行動を引き起こしやすくなることが知られている。図４からは、

全体として現在バイアスの弱い人の方が、現在バイアスの強い人に比べて、必要と考える老後のため

の拠出額に実際の拠出額が達している人の割合が大きい傾向が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 
9 現在バイアスや時間割引率の概念については、岩﨑 (2020.12.17)を参照。本稿の分析では、同レポートの表 1 と表 2 に示

された質問項目と同じ質問（近い将来と遠い将来の 2 つについての質問）を用いて時間割引率及び現在バイアスの有無を決

定している。本調査では実際に回答によるお金の受け渡しは行っておらず、想定のもとの回答である。具体的には、Meier, 

& Sprenger (2010) に従って、時間割引率は近い将来と遠い将来の質問項目から算出される時間割引率の平均とし、遠い将

来よりも、近い将来で時間割引率が大きい場合に、現在バイアスが強い、そうではない場合に、現在バイアスが弱いとし

た。 
10 図 3 に示した割合は、全回答者の約 5.6%にあたる、必要と考える拠出額を 0 と考える人を「必要と考える金額に拠出金

額が達している」扱いとしている。参考に、必要と考える拠出額を 0 と考える人の回答を除外した場合の、「必要と考える

金額に拠出金額が達している」人の割合は、以下の通りである。 

 全体：現在バイアス弱（n=2023, 割合=35%）、全体：現在バイアス強（n=433, 割合=27%）、有配偶者：現在バイアス弱

（n=1149, 割合=37%）、有配偶者：現在バイアス強（n=240, 割合=30%）、独身者：現在バイアス弱（n=874, 割合

=32%）、独身者：現在バイアス強（n=193, 割合=24%） 
11 池田新介（2012）『自滅する選択』(Kindle 版) 東洋経済新報社 第 3 章より引用 
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独身者：現在バイアス強 (n=212)

独身者：現在バイアス弱 (n=938)

有配偶者：現在バイアス強 (n=254)

有配偶者：現在バイアス弱 (n=1197)

全体: 現在バイアス強 (n=466)

全体: 現在バイアス弱 (n=2135)

図4. 老後のための貯蓄や投資に1年間で拠出する必要があると考える金額に、

実際の拠出額が達している人の割合 (現在バイアスの強弱別)

必要と考える金額に拠出金額が達している。 必要と考える金額に拠出金額が達していない。
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6――回帰分析による確認 

 

最後に、老後のために必要と考える拠出額に実際の拠出額が達している場合に 1を取り、それ以外

の場合に 0をとるダミー変数を被説明変数とした線形確率モデルの推計結果を紹介する（表 1）。 

列１,2は、有配偶者と独身者を合わせたサンプル、列 3から 6は有配偶者のサンプル、列 7,8は独

身者のサンプルである。偶数列は、老後のために必要と考える拠出額が０と考える人を除外したサン

プルでの推計結果となっている。 

まず年収の最大カテゴリーは、どの推計でも正で統計的に有意な値であることが確認できる。また、

現在バイアスについても、ほとんどの列で負で統計的に有意であることが確認できる。同居（子）に

ついては、全体のサンプルでも係数は負で統計的に有意であるが、有配偶者と独身者のサンプルに分

けると、有配偶者の間で特に負であることが分かる。さらに、36 歳から 55 歳までの人が１を取るダ

ミー変数と同居（子）の交差項を入れた推計（列 5 と 6）では、この交差項が負で統計的に有意であ

ることが確認できる。このことから、特に 30代後半から 50代半ばの人の間で、同居の子がいる場合

に、必要と考える拠出額を拠出できていない傾向が示唆される。 
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表 1. 必要と考える金額に実際の拠出が達している人の傾向 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 

サンプル 
全体 

  

全体 

除必要額 0 

有配偶者 

  

有配偶者 

除必要額 0 

有配偶者 

  

有配偶者 

除必要額 0 

独身者 

  

独身者 

除必要額 0 

年収（130万円未満） 参照 参照 参照 参照 参照 参照 参照 参照 

年収（130万円以上 300万円未満） 0.0281 0.103*** 0.0123 0.0721 0.00285 0.0636 0.00112 0.0634 

 (0.0368) (0.0357) (0.0914) (0.0910) (0.0916) (0.0912) (0.0468) (0.0460) 

年収（300万円以上 500万円未満） 0.0548+ 0.150*** -0.00781 0.0716 -0.0136 0.0665 0.0539 0.131** 

 (0.0368) (0.0359) (0.0861) (0.0854) (0.0861) (0.0854) (0.0526) (0.0522) 

年収（500万円以上 700万円未満） 0.0655+ 0.168*** 0.00817 0.0992 0.00295 0.0943 0.0531 0.139** 

 (0.0412) (0.0402) (0.0873) (0.0862) (0.0873) (0.0863) (0.0645) (0.0636) 

年収（700万円以上 900万円未満） 0.162*** 0.275*** 0.0691 0.175** 0.0641 0.171* 0.317*** 0.405*** 

 (0.0456) (0.0451) (0.0882) (0.0872) (0.0883) (0.0874) (0.0894) (0.0905) 

年収（900万円以上 1100万円未満） 0.143*** 0.260*** 0.0659 0.177* 0.0640 0.174* 0.252* 0.335** 

 (0.0528) (0.0524) (0.0925) (0.0914) (0.0924) (0.0915) (0.130) (0.130) 

年収（1100万円以上） 0.264*** 0.375*** 0.191** 0.294*** 0.187** 0.290*** 0.313*** 0.377*** 

 (0.0500) (0.0499) (0.0904) (0.0898) (0.0904) (0.0899) (0.112) (0.124) 

同居（パートナー） -0.0324 -0.00370 -0.0866+ -0.0723 -0.087+ -0.0733 0.0741 0.120+ 

 (0.0473) (0.0486) (0.0580) (0.0605) (0.0573) (0.0600) (0.0805) (0.0810) 

同居（子） -0.0477* -0.0380+ -0.0717*** -0.0499* -0.0187 -0.00296 0.0750 0.0566 

 (0.0245) (0.0246) (0.0270) (0.0272) (0.0414) (0.0418) (0.0643) (0.0658) 

年齢 36歳~55歳     0.0242 0.0234   

     (0.0475) (0.0478)   

年齢 36歳~55歳×同居（子）     -0.0917* -0.0805+   

     (0.0540) (0.0545)   

同居（親） -0.0124 0.0196 0.0322 0.0410 0.0291 0.0376 -0.00931 0.0265 

 (0.0254) (0.0252) (0.0452) (0.0459) (0.0452) (0.0459) (0.0323) (0.0321) 

同居（孫） 0.167+ 0.167+ 0.104 0.103 0.0869 0.0888 0.255 0.228 

 (0.104) (0.108) (0.121) (0.116) (0.123) (0.119) (0.200) (0.218) 

同居（その他） -0.0606 -0.0509 0.114 0.0991 0.128 0.110 -0.0622 -0.0517 

 (0.0464) (0.0442) (0.165) (0.174) (0.159) (0.168) (0.0481) (0.0452) 

時間割引率 0.124** 0.0529 -0.0152 -0.0890 -0.0196 -0.0932 0.224*** 0.163* 

 (0.0583) (0.0604) (0.0798) (0.0818) (0.0798) (0.0820) (0.0819) (0.0854) 

現在バイアス強 -0.0664*** -0.0669*** -0.0602* -0.0579* -0.0587* -0.0564+ -0.0708* -0.077** 

  (0.0254) (0.0250) (0.0348) (0.0348) (0.0348) (0.0348) (0.0374) (0.0360) 

N 2601 2456 1451 1389 1451 1389 1150 1067 

自由度調整済決定係数 0.039 0.060 0.051 0.059 0.052 0.059 0.039 0.067 

注) 被説明変数は、老後のために必要と考える拠出額に実際の拠出額が達している場合に 1、それ以外の場合に 0をとるダミ

ー変数。線形確率モデル。( )内には頑健な標準誤差を表示。切片の係数の表示は省略。この他係数の表示が省略されている

変数：性別ダミー、年齢層（40代、50代、60代）ダミー、有配偶者ダミー（列 1,2のみ）、金融リテラシー12、都市部（東京、

神奈川、埼玉、千葉、大阪）在住ダミー、働き方（会社員/公務員、自営業、パート/アルバイト、無職、その他）ダミー、大

卒ダミー、自分か同居家族の過去 1 年以内の新型コロナ感染ダミー、主観的健康観、時間割引率の回答がゆれる人ダミー13、

時間割引率の回答がゆれる人ダミー×時間割引率、時間割引率の回答が揺れる人ダミー×現在バイアス強  
(+ p < 0.15  * p < 0.10  ** p < 0.05  *** p < 0.01) 

 
12 金融リテラシーは、岩﨑・中嶋・北村（2020）と同様に、Sekita（2011）が参照する Lusardi and Mitchell (2011)と同

様に「複利効果」「債券価格」「分散投資」の 3 つの質問に加え、「外国為替」に関する設問を含めた 4 つの選択式設問の正

答数を用いた。具体的な質問項目は、岩﨑・中嶋・北村（2020）の表 2 参照。 
13 時間割引率及び現在バイアスの計算は、岩﨑敬子 (2020.12.17)「ふるさと納税の年末駆け込みと時間選好の関係」

（https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=66374?pno=1&site=nli）の表 1 と表 2 に示された質問項目と同じ質問

（近い将来と遠い将来の 2 つについての質問）を用いている。ここで、時間割引率の回答がゆれる人とは、同一質問内（近

い将来なら、近い将来の 2～7 の質問）で、一度 B を選択した後に A を選択した場合を指す。例えば、表 1 の 2 で B を選

択したが、表 1 の 4 では A を選択した人は、時間割引率の回答がゆれる人としている。 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=66374?pno=1&site=nli
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7――おわりに 

 

本稿では、老後のための貯蓄や投資に１年間で拠出すべきと考える金額に、老後のための貯蓄や投

資に現在拠出している金額が達している人の傾向について、ニッセイ基礎研究所が実施した独自の調

査を用いて確認した結果を紹介した。その結果、年収が高い人、同居の子がいない有配偶者、現在バ

イアスが弱い人の拠出金額が、必要と考える金額に達している傾向があることが確認された。これら

の結果は、経済状況や子育てが老後準備への拠出を難しくしている可能性に加え、老後準備が現在バ

イアスによって、つい先送りされてしまっている可能性を示唆する。こうした要因について今後さら

に厳密に検証され、具体的な老後準備を促す取り組みの効果についての検証が積み重なることで、人々

がより安心して暮らすことができる社会の構築につながっていくことが期待される。 

 

***************************************************************************************** 
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